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1月14日の午前中、西塩沢地区ではどんど焼
きが行われました。「おめでとうございます。」「お
久しぶりです」大きなダルマやしめ飾りを持ち寄り道祖
神の前でお炊き上げ。昨年の恵みに感謝し、「今年も
また無病息災でありますように」との願いを込めて祈り
ます。火が衰えるまで、世間話に花を咲かせます。
「お元気で何よりです」「昔はね…」話はつきません。
火であぶったおみかんをいただきました。「これで風
邪をひかないよ」

1，11 消防出初式 今年も厳粛に開催。
－仕事を持ちながらも住民の命と安全を守って献身する消防団－

出初式の後 行進する消防団 元気よく行進する保育園児たち(幼年消防
隊）出初式の様子

「消費税１０％導入にともなう景気減速」への対応策…
複雑すぎて、混乱必至

【ポイント還元で複雑に】
この５％分は政府が負担します。ただし、コン
ビニなどフランチャイズ店はポイント還元率を２
％としました。
このポイント還元と、食料品などにかかる消費
税率を８％に据え置く複数税率をセットにすると
、買う商品（食料品かそれ以外か）、買う店（大
手スーパーか中小小売店か、コンビニか）、買
い方（現金かカードか）の組み合わせで、消費
者が実質的に負担する消費税率が、図のように
５段階になってしまいます。

あまりの複雑さのために現場の混乱は必至で
す。日本チェーンストア協会など３団体は「日々
の買い物において必要のない混乱が生じる」「
過当な競争を招き込む」などの懸念をあげ、見
直しを求める要望書を政府に提出しました。
（２０１９・１・１６）

Ｑ 消費税増税に対する「景気対策」で消費税率が
「３％、５％、６％、８％、１０％と５段階になりま
す」というのはどういうことですか？（読者）

A、安倍晋三政権が１０月に狙う消費税増税に対する「景気
対策」で消費者が実質的に負担する消費税率が５段階にな
ることです。
安倍政権は増税への対策として「ポイント還元」などを行う
としています。ポイント還元とは中小の小売店でクレジットカ
ードなどのキャッシュレス（非現金）で支払いをした場合に、
購入金額の５％相当をポイントで還元するというもの。



シリーズ検証
日米地位協定

12月議会に請願として挙げられた「米軍基地負担に関する請願」、町議会で

は全会一致で可決され、関係機関にととどけられましたが、その実態をシ
リーズでお知らせします。

《処罰もされずに》

日米地位協定に基づく膨大な国内法も整備されて
います。たとえば、航空機が飛行中に物を落としたら
航空法に基づいて処罰されますが、米軍機は航空法
特例法により、普天間第二小のような部品の落下事故
でも罰せられません。オートローテーション機能がない
オスプレイが国内を飛べるのも、同法があるからです。
また、事故現場の立ち入り規制は、地位協定合意議
事録で、米軍の「財産権」が保障されていることを根拠
にしています。
さらに、地位協定は膨大な密約と一体で運用されて
います。たとえば、「公務外」の事件・事故の場合は日
本側が第１次裁判権を有しますが、その場合でも日本
側が裁判権を行使しないとの密約が存在しています。

日米地位協定は１９６０年１月に改定された日米安保条約の第６条（基地の供与）に基づくもので、全
２８条からなります（表）。その内容は次の三つに大別されます。

《日本は今も植民地状態 欧州・韓国では主権
に関わると改定 根源は占領特権 》

日米地位協定の前身は５２年４月に発効した日米
行政協定です。同協定は、占領軍として駐留した米
軍が日本の独立後も基地を維持することを柱とした
旧安保条約に基づき、米側の全面的な裁判権行使
や無制限の基地管理権などを定めています。
いわば米軍の占領特権をそのまま継続するもので
す。

国民の批判をおそれた日本政府は５２年２月まで公表
せず、国会審議も行われませんでした。
その行政協定の内容はほぼ、日米地位協定に引き継
がれています。地位協定は今日まで一度も改定されて
いません。ちなみに、米軍機の低空飛行や危険飛行、
欠陥機オスプレイの飛行などを「合法化」している航空
法特例法も５２年９月の公布以降、一度も改定されてい
ません。
日本の空は今も植民地状態なのです。
モノを言う政府に変え、日米地位協定の改定を。

以前住んでいた神奈川県では、横須賀基地や厚木基地などがたくさんあり、軍人や軍属による事件・
事故の他、航空機などからの部品落下事故や不時着事故が絶えませんでした。 昨年8月より、横田基
地にオスプレイが5機配備され、昼夜を問わず離着陸訓練が行われて、爆音や風圧による被害などを
巻き起こしています。
又、基地上空だけでなく、低空で隣接する学校や住宅地の上もお構いなしの飛行が繰り広げられ、
安全を脅かしています。今後、私たちの上空も同様の訓練が行われる危険があります。日米地位協定
などをしっかりと理解して改定にむけてモノを言っていくことが必要です。立科町議会で意見書があ
がったのは、本当によかったと思います。他に、佐久地域でア軽井沢・御代田・川上・北・南相木村など。

(3)米軍・軍属の特権的地位
国内で米兵や軍属が犯罪や事
故を起こしても、「公務中」であ
れば米側が第１次裁判権を有
する。被害者への補償は「公務
外」の場合、示談。多くは泣き
寝入り。また、納税や高速道路
の利用料免除、旅券なしで出
入国可能など、多くの特権が。

(2)基地の管理 米軍は提
供された基地を排他的に管
理し、火災や環境汚染など
が発生しても日本側当局者
は許可なしに立ち入れない。
米軍は基地内に自由に施
設を建設でき、どのような部
隊も配備できる。無通告で
の訓練も可能。

(1)基地の提供 米軍は日
本全土に基地を置くことが
でき、「移動」のため日本中
の陸海路、空域を使用でき
る。基地返還の際、原状復
帰の費用は日本が負担。さ
らに日本側は地代など基地
の費用負担を分担する。

（日刊しんぶん赤旗電子版10月28日より転載）
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